
【
一
般
会
計
・
特
別
会
計
】

　

地
方
公
共
団
体
の
行
政
運
営
上
基

本
的
な
分
野
を
行
う
会
計
を
「
一
般

会
計
」
と
い
い
、
特
定
の
収
入
で
特

定
の
事
業
を
行
う
会
計
を
「
特
別
会

計
」
と
い
う
。

【
歳
入
・
歳
出
】

　

地
方
公
共
団
体
が
、
そ
の
仕
事
を

行
う
た
め
に
必
要
な
経
費
を
賄
う
も

の
が
収
入
で
、
そ
の
団
体
の
会
計
年

度
に
お
け
る
全
て
の
収
入
を
歳
入
と

い
い
、全
て
の
支
出
を
歳
出
と
い
う
。

【
自
主
財
源
・
依
存
財
源
】

　

市
が
自
主
的
に
調
達
す
る
お
金
か

ど
う
か
に
よ
っ
て
歳
入
を
区
分
し
た

も
の
。
市
税
や
保
育
料
、
市
営
住
宅

ほ
か
の
経
費
に
分
類
し
た
も
の
。
義

務
的
経
費
は
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ

て
い
る
経
費
。
投
資
的
経
費
は
道
路

や
公
共
施
設
の
建
設
な
ど
に
か
か
る

経
費
。

【
目
的
別
歳
出
】

　

市
が
行
う
事
業
を
目
的
別
に
分
類

す
る
も
の
で
、
行
政
上
の
特
色
な
ど

を
知
る
こ
と
が
で
き
る
。

使
用
料
や
施
設
の
使
用
料
な
ど
が
自

主
財
源
と
な
る
。
ま
た
、
国
・
県
支

出
金
や
地
方
交
付
税
な
ど
、
国
や
県

か
ら
市
に
入
っ
て
く
る
お
金
は
依
存

財
源
と
な
る
。
市
債
も
依
存
財
源
に

含
ま
れ
る
。

【
性
質
別
歳
出
】

　

市
の
経
費
を
そ
の
性
質
ご
と
に
、

義
務
的
経
費
、
投
資
的
経
費
、
そ
の

用

語

解

説

歳出
（目的別）

歳出
（性質別）

議会費
1.0％予備費

0.1％ 総務費
17.3％

民生費
31.8％

衛生費
6.5％

労働費
0.7％

農林水産業費
1.8％

商工費
1.4％

土木費
16.9％

消防費
3.8％

教育費
8.6％

災害復旧費
0.0％

公債費
10.1％

人件費
16.6％

扶助費
15.7％

公債費
10.2％

普通建設
事業など
16.5％

物件費
18.1％

維持補修費
1.0％

補助費等
7.2％

出資金・貸付金
2.0％

積立金
3.8％

予備費
0.1％ そ

の
他
の

経
費

繰出金
8.8％

義
務
的
経
費

投資的
経費

歳入

地方交付税
13.5％

地方譲与税など
6.1％

市税
30.2％

分担金および
負担金
0.7％

使用料および
手数料
1.8％

財産収入など
3.8％

繰入金
9.7％ 

諸収入
4.7％

国庫支出金
13.9％

県支出金
5.9％

市債
9.7％

自
主
財
源

依
存
財
源

【グラフ】

企業会計
名　称 区分 令和６年度 令和５年度 対前年度比

（％）

水道
事業会計

収益的
収入 5億4,804万円 5億8,199万円 ▲ 5.8

支出 5億9,876万円 5億7,929万円 3.4

資本的
収入 1億4,856万円 1億9,513万円 ▲ 23.9

支出 2億3,781万円 3億7,082万円 ▲ 35.9

工業用水道
事業会計

収益的
収入 5億5,273万円 5億5,164万円 0.2

支出 4億8,984万円 4億6,704万円 4.9

資本的
収入 7,620万円 6,470万円 17.8

支出 4億1,847万円 4億1,942万円 ▲ 0.2

下水道
事業会計

収益的
収入 12億3,435万円 10億9,339万円 12.9

支出 10億7,471万円 9億6,096万円 11.8

資本的
収入 16億2,860万円 10億5,808万円 53.9

支出 18億     68万円 12億3,778万円 45.5

※令和６年度から、漁業集落排水事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計が企
業会計に移行し、公共下水道事業会計と統合して「下水道事業会計」となります。

令和６年度会計別予算　【表２】
一般会計・特別会計

名　称 令和６年度 令和５年度 対前年度比
（％）

一般会計 170億4,393万円 159億  418万円 7.2

特別会計 計 77億6,632万円 68億8,251万円 12.8

国民健康保険 33億4,570万円 29億4,756万円 13.5

漁業集落排水 － 8,474万円 ▲ 100.0

農業集落排水 － 5,371万円 ▲ 100.0

港湾施設管理受託 7,577万円 7,257万円 4.4

土地造成 8億     52万円 2億8,840万円 177.6

介護保険 29億3,109万円 28億8,131万円 1.7

後期高齢者医療 6億1,324万円 5億5,422万円 10.6

合　計 248億1,025万円 227億8,669万円 8.9

歳 入

項　目 内　　容

令和6年度
(  )は5年度

前年度比
（％）

170億4,393万円
（159億   418万円） 7.2

自　

主　

財　

源

市税 市民税や固定資産税など 51億5,080万円
（51億8,345万円） ▲ 0.6

分担金および
負担金

保育料、養護老人ホーム
入所者負担金など

1億2,591万円
（1億3,441万円） ▲ 6.3

使用料および
手数料

市営住宅使用料、
ごみ・し尿処理手数料、
各施設の使用料など

2億9,688万円
（2億9,583万円） 0.4

財産収入など 土地売払収入、寄附金など 6億5,099万円
（6億2,664万円） 3.9

繰入金 基金繰入金、
他会計繰入金など

16億5,776万円
（13億8,254万円） 19.9

諸収入 他の収入科目に含まれない
収入（貸付金元金収入など）

7億9,677万円
（7億9,374万円） 0.4

依　

存　

財　

源

地方譲与税など
国や県が徴収した
税の一部を一定割合で
交付されるお金

10億4,007万円
（9億2,764万円） 12.1

地方交付税 市の財政力などに応じて
国から交付されるお金

22億9,970万円
（20億   338万円） 14.8

国庫支出金 特定の目的のために
国から交付されるお金

23億6,906万円
（24億   179万円） ▲ 1.4

県支出金 特定の目的のために
県から交付されるお金

10億   869万円
（8億4,746万円） 19.0

市債
大きな事業を行うために
国や金融機関から
借り入れるお金

16億4,730万円
（13億   730万円） 26.0

（性質別）

項　目 内　　容

令和6年度
(  )は5年度

前年度比
（％）

170億4,393万円
（159億   418万円） 7.2

義
務
的
経
費

人件費 市役所で働く人の
報酬や給与など

28億2,524万円
（27億3,463万円） 3.3

扶助費 社会保障制度の一環として、
支援を行うための経費

26億7,446万円
（25億   463万円） 6.8

公債費 過去の借入金の返済金 17億2,640万円
（17億7,370万円） ▲ 2.7

投
資
的
経
費

普通建設事業費 道路や公共施設を
新増設するための経費

28億   489万円
（27億4,701万円） 2.1

災害復旧事業費 災害復旧工事などの経費 1万円
（1,000万円） ▲ 100.0

そ
の
他
の
経
費

物件費 賃金、旅費、需用費などの
消費的性質をもつ経費

30億8,503万円
（23億7,266万円） 30.0

維持補修費 道路や公共施設などを
管理する経費

1億7,124万円
（1億4,335万円） 19.5

補助費等
市からほかの団体などに
対して行政上の目的で
支払う経費

12億3,534万円
（10億2,371万円） 20.7

繰出金 会計間で相互に
資金運用するための経費

15億   317万円
（15億5,521万円） ▲ 3.3

出資金・貸付金 市から行政上の目的で
貸付けを行う経費

3億4,536万円
（3億4,646万円） ▲ 0.3

積立金
財政運営を計画的に行うた
め、財政変動に備えて基金
に積み立てるための経費

6億5,279万円
（6億7,282万円） ▲ 3.0

予備費 緊急時のための
目的を定めていない予算

2,000万円
（2,000万円） 0.0

（目的別）

項　目 内　　容

令和6年度
(  )は5年度

前年度比
（％）

170億4,393万円
（159億   418万円） 7.2

議会費 議会の活動にかかる経費 1億7,525万円
（1億8,434万円） ▲ 4.9

総務費 市の全般的な管理事務経費、
支所、選挙などの経費

29億5,144万円
（21億2,758万円） 38.7

民生費 生活保護や児童・高齢者
などの経費

54億2,275万円
（46億   266万円） 17.8

衛生費 衛生的な生活環境を守るための
経費

10億9,991万円
（10億4,403万円） 5.4

労働費 労働者の生活安定や福利増進事業
などを行うための経費

1億2,005万円
（1億2,005万円） 0.0

農林水産業費 農林業や水産業の振興などの
経費

3億   452万円
（4億4,573万円） ▲ 31.7

商工費 商工業の振興や観光宣伝などの
経費

2億4,099万円
（2億4,439万円） ▲ 1.4

土木費 道路、河川、港湾、市営住宅、公園
などの経費

28億7,964万円
（29億8,877万円） ▲ 3.7

消防費 消防・救急業務や災害対策の経費 6億3,858万円
（6億   365万円） 5.8

教育費 小・中学校の運営や社会教育
などの経費

14億6,439万円
（17億3,928万円） ▲ 15.8

災害復旧費 災害復旧工事などの経費 1万円
（1,000万円） ▲ 100.0

公債費 過去の借入金の返済金 17億2,640万円
（17億7,370万円） ▲ 2.7

予備費 緊急時のための
目的を定めていない予算

2,000万円
（2,000万円） 0.0

【表１】

歳 出

　

一
般
会
計
は
、
１
７
０
億
４
３
９
２
万

５
千
円
で
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
て

７・２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、
定
額
減
税
補
足
給
付
事
業
費

な
ど
の
総
務
費
や
大
竹
保
育
所
改
修
等
事

業
費
な
ど
の
民
生
費
な
ど
が
増
加
し
、
大

竹
小
学
校
プ
ー
ル
整
備
事
業
が
完
了
し
た

教
育
費
な
ど
は
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

歳
入
は
、
地
方
交
付
税
や
繰
入
金
な
ど

が
増
加
し
、
市
税
や
国
庫
支
出
金
な
ど
が

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

５
つ
の
特
別
会
計
の
合
計
は
、
77
億

６
６
３
２
万
１
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ

て
12
・
８
％
増
加
し
て
い
ま
す
。

（
グ
ラ
フ
）（
表
１
・
２
）

一
般
会
計
・
特
別
会
計

当
初
予
算
の
概
要

おおたけをアップデート

新年度予算力
問い合わせ　企画財政課☎59-2121

令和６年度当初予算
ヨサンリョク
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小方地区まちづくり関連事業
4億1,156万7千円［拡充］
　小方地区のまちづくり基本構想に沿ったまちづ
くりを推進するため、次の事業を実施します。

小方地区のまちづくり道路設計等業務
　小方地区のまちづくり基本構想に基づく道路計
画ついて検討し、関係機関と協議を進めます。

小方４号線道路改良工事
　県で実施予定の臨港道路交差点に接続する未改
良区間の工事を行います。

港湾施設の修築・改良事業
　県が実施する小方港の橋りょう架け替えに伴う
工事などの費用の一部を負担します。

道の駅基本構想・基本計画等策定事業
　小方地区のまちづくり基本構想に基づく旧小方
中学校跡地の活用として、道の駅の基本構想・基
本計画の策定および民間活力導入可能性調査を２
年間で実施します。

晴海臨海公園整備事業
　令和６年度は、多目的グラウンドと西側エリア
を整備します。

方地区のまちづくり事業は、平成29年３月に
策定された小方地区のまちづくり事業基本構

想に基づいて、進めてきており、これまで、県有
地への企業誘致（下瀬美術館）、晴海臨海公園や小
方認定子ども園の整備、岩国大竹道路に関連した
事業など、さまざまな事業に取り組んできました。
　今年度については、昨年度決まりました旧小方

小・中学校跡地の活用方針に沿った道の駅の基本
構想・基本計画策定等事業、周辺道路整備に関連
した事業などの予算を組んだところです。
　これからも小方地区のまちづくり事業を着実に
前に進めていき、基本構想が目指すまちづくりの
コンセプト「気になる大竹、気にいる大竹」を実
現させ、魅力的な大竹市となるよう取り組んでい
きたいと思います。

下
水
道
局
で
管
理
し
て
い
る
上
水
道
管

の
総
延
長
は
約
２
０
７
㎞
あ
り
、
管
種

ご
と
に
耐
用
年
数
を
定
め
て
管
理
し
て
い
ま

す
。こ
の
う
ち
耐
用
年
数
を
経
過
し
た
管
路
で
、

漏
水
の
多
い
管
路
や
、
さ
び
水
が
多
い
管
路
を

優
先
し
て
、
更
新
工
事
を
進
め
て
い
ま
す
。
ま

た
、
今
年
度
は
水
需
要
に
応
じ
た
上
水
道
管
の

最
適
な
口
径
や
、
配
水
池
の
更
新
計
画
な
ど
、

水
道
事
業
計
画
全
体
を
見
直
す
た
め
の
業
務
も

行
い
ま
す
。

　
上
水
道
管
の
更
新
工
事
で
は
、
一
時
的
な
断

水
作
業
な
ど
に
よ
り
、
さ
び
水
が
発
生
す
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
が
、
昨
年
の
よ
う
な
大
規
模
な

漏
水
や
長
時
間
に
わ
た
る
広
範
囲
の
断
水
が
生

じ
な
い
よ
う
取
り
組
み
ま
す
の
で
、
市
民
の
皆

さ
ん
の
ご
理
解
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

小

3 生活・環境 Life & Environment

担当者に聞く
教えて モトヤマさん

企画財政課
課長補佐兼企画係長
　本山  公一

上

主
要
事
業
１
・
２
・
３

中学校照明設備LED化事業
1億1,000万円［新規］
　施設の維持管理、経費削減、環境への配慮のため、
大竹中学校の照明設備をLED照明に更新します。

奨学金貸付事業
1,028万2千円［拡充］
　経済的な理由により就学の機会がなくなること
のないよう、学資の貸し付けを行います。なお、
生活程度を判定する所得の認定基準の一部を見直
し、令和６年度の貸し付け分から適用します。

玖波地域交流施設整備事業
4,160万円［拡充］
　築50年を経過する玖波公民館をコミュニティサ
ロン玖波の機能を統合した地域交流施設として新
たに整備します。令和6年度は地質調査・地形測
量を行い、基本設計・実施設計に着手します。

学校給食費支援事業
1億5,430万2千円
　市立学校に在籍する児童・生徒の保護者が負担
する学校給食費を全額免除することで、保護者の
経済的負担を軽減し、子育て支援を推進します。

マロンの里改修事業
1,300万円［新規］
　マロンの里の都市と農村の交流拠点および地域
の拠点としての機能を維持するため、老朽化調査
と修繕工事の設計を行います。

上水道配水施設改築更新事業
3,110万円［新規］
　老朽化する水道配水施設（管路・配水池）につ
いて、将来の水需要を踏まえ、管種、口径などを
見直し最適な更新計画を策定します。また、立戸
の既存の配水幹線が破損した場合でも、広範囲に
断水することがないよう、仕切弁を設置します。

1 教育・文化 Education & Culture

2 産業・雇用 Industry & Employment

担当者に聞く
教えて ヤマダさん  ヤスオカさん

上下水道局工務課長
　山田  浩史（右）

工務課長補佐兼上水道係長
　安岡  利朗（左）
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市制施行70周年記念事業
1,600万円［新規］
　市制施行70周年を迎える日〝令和６年９月１日〟
を節目として市民に周知し、ふるさと大竹への愛
着を深めることを目的に、記念式典の開催や各種
啓発事業を実施するほか、市の知名度を高める取
り組みなど市民から提案のあった記念事業に対し
て支援を行います。

　予算書（A4版342ページ）は、1,500円で、企
画財政課、各支所で販売しています。（当初予算の
概要は無料配布）
　市立図書館や情報公開コーナー（市役所２階）、
市のホームページでもご覧になれます。

竹市は９月１日に市制施行70周年を迎えま
す。９月１日には記念式典を予定しており、

毎年実施している「コイ・こいフェスティバル・
イン・おおたけ」や「大竹・和木川まつり花火大会」
など様々なイベントにも予算を拡充しています。
また、「市民提案事業」として市民の皆さん提案の
様々な記念事業を募集していますので、一緒に市
制施行70周年を盛り上げていきましょう。

大

6 自治・行政運営 Self-government &
Administative management

予算書を販売しています。1,500円（消費税込み）
問い合わせ　企画財政課　☎59-2121

担当者に聞く
教えて オチさん

企画財政課主査
　越智  佳世

予
算
書
の
検
索
は

こ
ち
ら
か
ら

市民提案事業の詳細はこちら
（募集期間：６月28日まで）

アップデートして住みよいまちに。

主
要
事
業
４
・
５
・
６

防災行政無線更新事業
500万3千円［新規］
　老朽化が進む防災行政無線設備について、市の
現状に見合った更新の基本計画を策定し、これに
基づく基本設計を行います。

市営外灯LED化事業
1億4,658万円
　市内に設置している市営外灯について、夜間の
歩行者の安全確保や犯罪の未然防止を図るため、
非LED灯（蛍光灯、水銀灯）を計画的にLED灯へ
更新します。

おむつ等宅配事業
1,460万1千円［新規］
　子育て経験のある配達員による「子育て用品の
宅配サービス」（生後２カ月から満３歳の誕生月ま
での乳幼児のいる家庭に、乳幼児１人あたり３千
円相当のおむつ・おしりふきなどの子育て用品を
２カ月に１回自宅に宅配）を行うとともに、子育
てサポート情報の提供、母子の健康状態の確認、
保護者からの相談対応などを行います。

休日診療所移転事業
685万円［新規］
　老朽化している休日診療所を旧なかはま保育所
跡地へ移転します。令和６年度は、旧なかはま保
育所の解体設計などを行います。

こども医療費助成事業
7,653万9千円
　こどもの健やかな成長を支えるため、こどもの
医療費にかかる自己負担の一部を助成します。令
和５年10月から対象を18歳までのこどもに拡大
し、安心して子育てができる環境づくりを推進し
ています。

市立保育所等整備事業
3億480万円
　「大竹市公立保育所等の再編における大竹地区施
設整備計画」に基づき、本町保育所を大竹保育所
に統合（令和６年４月）し、令和６年度から７年
度にかけて大竹保育所を改修するとともに、大竹
中学校敷地の一部を保護者送迎用駐車場として整
備します。

月から子育て用品の宅配サービスを始める予
定です。これはカタログギフトのように、

３千円相当の子育て用品を選んでいただくことが
できるものです。子育て経験のある配達員がお届
けしますので、育児の悩みなども気軽に相談する
ことができます。このサービスを多くの方に利用
していただくために、今後、広
報紙や市ホーム
ページ、窓口な
どで詳細をお知
らせします。
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4 安全・安心 Safe & Secure

5 健康・福祉 Health & Welfare

担当者に聞く
教えて ヤマダさん  タナカさん
福祉課課長補佐兼児童係長　山田  隆司（右）
　　　　　　　　　副主任　田中  沙綾（左）
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